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は じめ に

　本年10月 に 「富山県立高岡南高等学校で 、 地理 歴史 を選択 制 と した た め 、

3年生 197人全員が卒業 に必要 な科 目を履修 して い な か っ た こ とが 判明 、 県教

委は全員 が卒業資格を得 られる よ う、 冬期 講習 な どで 集 中的 に補習 を行 なう

こ とな ど を検討」 とい う報道 が な され た 。 こ れ に端 を発 したか の よ うに、必

履修科 目 を履修 させ て い ない とい う同様の ケ
ー ス が次々 と報道 され 、 結局の

と こ ろ文部科学大臣の 参議院教育基本法特別委員会 にお ける 答弁で は 、 国立 、

公 立 、 私 立 合 わ せ て 全 国で 5408 校 の うち 、 未履 修 が あ っ た高等学校 は 実 に

663校 もあ っ た こ とが 判 明 した 。 文部科学省 初等中等教 育局長 は 卒業 年次生

徒 を救 済す るた め に 、 11月2 日に 、 「平成 18年度 に 高等学校 の 最終年次 に在学

す る必 履修科 目未履修の 生 徒の 卒業認定等 に つ い て 」 と題す る 依命通知及 び

「平成 19年度大学 入学者選抜 に お け る調査書 の 取 り扱い 等 に つ い て 」 と題 す

る通知を関係各所 に出 した 。 そ の 要旨は 、高等学校学習指導要領の 規定 に よ

り、 すべ て の 生 徒 に履 修 させ る必履修科 目を生 徒 に履修 させ ない な ど 、学習

指導要領 に反 す る事例 が 判明 した こ とは 、 極 め て 遺憾で ある 。 しか しなが ら、

こ の こ とに よ り、 最終学年に在学 し 、 必履修科 目を履修 して い ない 生徒の 卒

業認定が 困難 な事 態 とな っ て い る が 、 未履修 が本 人の 責 め に帰 すべ きで は な

い こ とか ら 、 特別の 取 り扱い をする こ と と した 。 」 とい うもの で ある 。

　履修漏 れ が相次 い だ背景 に は 、 学校 完全 週 5 日制 の 導入 に よ り、学習指導
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要領で 大学受験 に必要の ない 「情報」や 「総合 的な学習の 時間」な どが増 え

た こ とで 、 受験 に必 要 な科 目を学ぶ 時間が 削減 された こ とが
一

因として 考え

られ る 。 文部省 は 、 昭和和22年に 学習指導要領 を 「試案」の 形で 、 文部省 の

著作物 と して刊行 したが 、 学習指導要領 は当初は戦後の 日本 に お ける学校教

育の 単なる手引きと して 示 された もの で あ っ た 。 その 後、 学習指導要領の 法

的拘東力をめ ぐっ て 、指導助言 説 、 大綱 的基準説 、 基準 説な ど 、 その 効力 に

つ い て い ろ い ろ な論議が あ っ た 。 か つ て 、 職員団体は 、 学習指導要領は教 師

に と っ て 教育実践の 上で あ くまで も参考程度の もの で しか な く、 教育課程 の

編成権は教師又 は教 師集団に ある と して 「自主編成権」 を主張 した 。 しか し、

こ の 問題 は 昭和 51年5月21 日の 永山中学校事件最 高裁判決に お い て 決着 が つ

い た
。 すなわ ち 、 学習指導要領の 法的拘束性 につ い て は 「全 国的に共通な も

の と して 教授 され る こ とが必要 な最小 限 の 基 準 と考えて も必ず しも不 合理 と

は い え ない 事項が 、 そ の 根幹 を な して い る と認 め られ る の で あ り、 （中略）

右学 習指導要領の 下 に お ける 教師に よ る創造的か つ 弾力的な教育の 余地 や 、

地方 ご との 特殊性を反映 した個別化 の 余地が 十分 に 残 され て お り、 全体 と し

て な お 全国的な大綱 的基準 と して の 性格 を もつ もの と認 め られ る し、 ま た、

その 内容 にお い て も、 教師に対 し、

一
方 的な

一
定の 理論 ない し観念 を生徒 に

教 え込 む こ とを強制 す る よ うな点 は 全 く含 まれ て い な い の で あ る 。 そ れ故 、

指導要領 は 、 全体 と して み た場 合 （中略）少 な くとも法 的見 地か らは 、 上 記

目的 の た め に必 要か つ 合 理 的 な基 準 の 設定 と して 是認 す る こ とが で きる 。 」

と判示 した の で ある 。 また 、 平成 2年 1月18 日の 伝 習館高校事件最高裁判決 に

おい て は 、 「高等学校学習指導要領は法規 として の 性格 を有す る と し た原 審

の 判断 は 、正 当と して 是認す る こ とが で き 、 右学習指導要領の 性質をそ の よ

うに解する こ とが 憲法第23条 、 26条 に違 反す る もの で な い こ とは 、昭和51年

5月21 日大法廷判決の 趣旨とする と こ ろで あ る。 」 と判示 して い る 。

　こ こ に改 め て 教育 課程 編成 の 基 準 とされ る 学習指導要領の 変遷 及 び意 義
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を 、 高等学校 を中心 に考えて み た い
。 新制高等学校 は 昭和23年 に ス タ ー トし

たが 、 昭和22年 に文部省が作成 した 「学習指導要領一 般編 （試案）」か ら、 今

日に至 る まで の 学習指導要領の 変遷 を概 観す る 。

1　 高等学校学習指導要領の 変遷

（1）昭和22年度実施 （昭和22年3月20日 文部省作成）

　新憲 法 、 教育基本法 、 学校教 育法の 制定 に よ り、 教育の 基本方針 と体系が

確立 し 、
こ れ に 基づ い て こ の 時期 に教育課程 も改革 され た 。

　文部省は 、 学校教育法施行規則第25条の 規定 に基づ き、 国定教科書制度 を

廃止 し 、 各学校が教 育課程 を編 成す る 際の 指針 ・手引 きと して 昭和22年 3月

に学習指導要領
一

般編 （試案）を公表 した 。 試案 とい う文字が 示す よ うに 、

こ れ は指針 ・手引 きとい う立場 で あ り、 各学校 の 裁量権が大きか っ た と考え

られ る 。 戦前の 教育 と異 な る とこ ろ は、修 身 ・公 民 ・地理 ・歴 史が な くな り、

社会科が新 し く設 け られ た こ と 、 小学校 で 家庭科 が 男女共修 とな り内容 を新

た に して 加 わ っ た こ と 、 自由研究の 時聞が設 け られ た こ とな どに ある 。

　敗戦後 、 進駐 軍の 司令官マ ッ カ ー
サ

ー は 、 日本 の 教 育を民主 的 な もの に し

よ うと考え、 ア メ リカ か ら教 育使節団 を招い た 。 彼 らの 多くは 、 進歩 主義教

育 を主唱する者で あ り、 当時の 教育界 は当然の こ となが らその 影響を受けた 。

その 結果 、 戦前 の 「教 育勅語」時代の 教育 か ら民 主主義教育 へ 、伝統 的な教科

中心主義の 教育 か らア メ リカ の 教育思潮 を色濃 く反映 した デ ュ
ー イの 経験主

義の 教 育へ と移行 し 、 教科内容は 理論的に教える よ り「経験 させ る こ と」が 大

切で あ る と して 、 社会科 な ど にお ける 「お店屋 さん ご っ こ」等の 形式 と なっ て

現れ た 。

（2）昭和23年度 実施 （昭和 22年4月7 日 発学第 156号学校教育局長通 達）

高等学校は 、小 ・中学校の 学習指導要領（試案）に 間 に 合わ な か っ た の で 同
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年4月に 「補遺」と して 「新制高等学校の 教科課程 に関する件」を通達 し 、 昭和

23年か ら始ま っ た
。 昭和22年3月に発行 された 「学習指導要領 の

一
般編」にお

い て は 、 「高等学校 の 教科は 、そ の 実施が 昭和23年度か らに な っ て い る の で
、

こ こ で は 、 その 説明 を省 くこ と にす る。 」とされ 、 同年4月 に 、 文部省学校教

育局長通達「新制高等学校教科課程」が一般 編の 補遺 と して 出 され た 。
こ の 通

達 で は 、 「高等普通教育を主 とする 高等学校の 教科課程」と「実業 を主 とす る

高等学校の 教科課程」に 区分 して 基準 を示 して お り、 教科 課程 の 特色 は、 旧

制 中学校の 教科課程が 全国画
一

的 、 固定的 で あ っ た の に対 し、 生徒の 能力や

適性に 応 じ個性 を伸 長す る 観点 か ら、生徒が 自主的に教 科 ・科 目を選択履修

す る こ とを建前 と した 科 目選択性 の 採用 、 社会科の 新設 、 生徒の 個 別的 な学

習の 要求に応ず る た め の 「自由研究の 時間」の 設置 な どで ある 。

（3）昭和26年実施 （昭和 26年 7月 1日改訂）

　昭和22年の 学習指導要領は 終戦直後の 混乱 の 中で 制定 されたが、 種々 の 欠

陥が指摘 され た 。 そ の 不備 を補 い
、 整備す る ため に昭和26年に 最初 の 改定が

行なわれ た 。 昭和26年度の 学 習指導要領一 般編（試案）で は 、従来 、 文部省が

「教 科課程」 と称 して い た もの を 、 「教育課程」 とい う表現 に 改め た 。 教 科課

程が教科中心主義の 比 較的狭 い もの で あ っ た の に対 し 、 全 人教育の観点か ら、

カ リキ ュ ラ ム に新た な領域 と して 特別教育活動 を加 えた 。 さ らに 、 経験主義

教 育に 系統性 を重視 した教育が 導入 され 、 「自由研究」の 時間 は 、 「教科以外

の 活動」（中 ・高等学校 で は特別教育活動）に改 め られ た 。 高等学校 に お い て は 、

教 科 の 学 習 に重点 を置 きす ぎ特 別教 育 活動 を軽 視 す る こ との ない よ うに 、

「特別教育活動に は 単位は与 え られ ない が 、 教科の 学習で は達せ られ ない 重

要な 目標 を持 っ て お り、 高等学校が新 しい 教育 に熱意を も っ て い る か ど うか

は
、

こ れ を どの よ うに有効 に 実施す る か ど うか に よ っ て 察す る こ とが で き

る 。 」と学習指 導要領総則の 中で そ の 重要性 を述べ て い る 。 特別教育活動 の
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時間 は 、 週 当た り少 な くともホ ー ム ル ー ム 1単位時間 、 生徒集会1単位時間 、

ク ラ ブ活動 1単位時間 を配当する こ と と した 。 したが っ て 、 高等学校 の 授 業

は 、 年35週 、週 当た りの 授業時数は 教科の 学習 30単位時 間 と特別教育活動の

3単位時間 を加 え 、 少 な くと も33単位時 間 とす る よ うに定 め られ た 。

（4）昭和31年度年実施 （昭和30年12月5日改訂）

　こ の 高等学校学習指導要領
一般 編 は 、 「学習指導 要領

一
般 編 （昭和 26年改

訂版）」の うち 、 高等 学校 に 関す る 部分 を改訂 した もの で あ り、 昭和31年度

の 第1学年か ら 、 学年進行 を もっ て 実施 され た 。
こ れ まで の 「試案」とい う文

字 は 削除 され 、 普通 課程 に お い て も生徒 の 選択 が適 正 に行 なわ れ知的教養の

偏 りを防 ぐため に必 修教科 ・科 目の 増加 と コ ー ス （類型）制が採用 され た 。

　こ の 改訂を行 なうに当た っ て 特 に配慮 され た点は
、 以下の とお りで ある 。

　  高等学校 の 教 育 は、 こ の 段 階 にお ける完 成教育で あ る とい う立 場 を基

　　　本 とする こ と 。

　  高等学校 の 教育課程 は
、 各課程の 特色 を生 か した教育 を実現す る こ と

　　　 を眼 目 と して 編成 する こ と。

　  教 育 に い っ そ うの 計画性 を もたせ る た め 、 特 に 普通課程 に お い て は 、

　　　教育課程 の 類型 を設 け、
こ れ に よ り生徒の 個性や 進路 に応 じ、 上 学年

　　　 に進 むにつ れて分化 した学習 を行 い うる よ うにす る こ と 。

　  　教育の 効果 を高め るため 、 教科 、 科目の 組織を改め る こ と 。

　  各教科、科 目の 単位数 は 、 各課程 の 必 要 に応 じうる よ うに こ れ を一
種

　　　類 の み とせ ず、 これ に幅 をもた せ る こ と 。

　  社会科 、 数学科 、 理科 に お け る知的教養の か たよ りを少な くす る た め 、

　　　そ れ ぞれ の 履修範囲 を広 くす る こ と。

　  全 日制の 普通 課 程 にお ける 芸術 、 家庭及 び
一

般教養 と して の 職業に 関

　　　す る教育を実施す るこ と
。
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（5）昭和38年度実施　（昭和35年19月 15日 文 部省告示第94号）

　小 ・中学校の 学習指導要領の 全面改訂 に伴い
、 小 ・中 ・高等学校の

一
貫性

を強調 、 時代 の 進展 に即応 す る もの と した 。 進学率の 上昇 に よ り、 進路の 多

様化 を予想 して 、 必修科目を絶対必 修 と学科別必修の 二 本立 て と し、 類型 を

推 し進め 、 必 修教科 ・ 科 目を増加 し 、 科 目 を必要 に応 じA ・B に分 け 、 単位

数 を標準 と して 示 して 幅 を認 め た 。 教育課程 は教科 、 特別活動及 び学校行事

等 の 領域 に よ っ て 編制す る こ とに な っ た 。

（6）昭和48年実施 （昭和45年 10月 15 日 文部省告示第281号）

　昭和45年文部省告示の 高等学校学習指導要領 は 、 教 育課 程の 弾力化、多様

化 、 教育内容の 精選集約 ・質的改善 、 人 間 と して の 調和 、 国家 ・社 会の 有為

な人材 の 形成 を図 る こ とを改善の 基本方針 と した 。 主 な改訂点 は 、 次 の とお

りで ある 。

　  必修教科 ・科 目の 種類 と単位数が大幅に 削減 され た 。

　  男 女の 特性 を考慮 し、 女子 は 「家庭
一

般」 が必修 と され 、 全 日制課程

　　　の 普通科 の 男子 につ い て は 、 「体育」の 単位が増加 され た 。

　  教育課程の 領域 は 、 各教科及 び教科以外の 教育活動 とな っ た 。

　  ク ラ ブ活動に つ い て は
、 全 生徒が い ずれ か の ク ラ ブ に属す る もの と し

　　　て 必修化 され た 。

　また 、 全 日制の 課程 に お ける各学 年の 週当 た りの 授業時数は 、 34時間 を標

準 と し 、 原則 と して 38時間 を越 えない よ うに す る こ とに な っ た 。

（7）昭和57年実施 （昭和53年8月30日 文部省告示第163号）

　学校 の 主体性 を尊重 し、 特色ある 学校づ くりが で きる よ うにする こ と 、 生

徒の 個性や 能力 に応 じた教育が 行な わ れ る よ うにす る こ と 、 ゆ と りある 充実

した学校生 活が 送 れ る よ うに す る こ と
、 勤労 の 喜び を体得 させ る と と もに徳
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育 ・体育 を重視する こ と、 な どが 改善の 基本方針 とされ た。 主 な改訂点は
、

卒業に必 要な単位数を 「85単位」か ら、 「80単位」 に削減 、 科目の 新設、 勤

労体験学習の 重視 、 教科 ・科 目の 指導 に 当た っ て は 、 生徒の 学習内容の 習熟

程度に応 じて 弾 力的 な学級の 編成 を工 夫す る な どの 適切 な 配慮 をす る こ とが

盛 り込まれ た 。 また 、 教育課程の 領域 は 、 各教科 に属す る科 目と特別活動 と

な り、 全 日制の 課程 に お ける各学年の 週 当た りの 授業時数は32単位時間を標

準 とす る こ とに な っ た 。

（8）平成6年度実施 （平成元年3月15日 文部省告示第20号）

　平成 元 年の 改訂 に よ り平 成 6年か ら実施 さ れ た 教育課 程 の 基準 の 改訂 は 、

情報化 、 国際化 、 価値観の 多様化 、 核家族化 、 高齢化 な ど学校 を取 り巻 く社

会の 状況 の 変化 と
、 そ れ に伴 う生徒の 生 活や 意識の 変容に 対応 し 、 学校教 育

の 改善 を図 る こ とを課題 と した 。 具体 的に は多様 な科 目の 拡充 、 科 目の 専門

性 と系統性 を考慮 して 時代的要請 に応 える た め に社会 は地理歴史科 と公 民科

に 再編制 、 家庭科 の 男女必修 、 国歌 ・国旗の 扱 い 、 クラ ブ活動 の 代替 と して

の 部活動の 扱 い 、 各学年 の 課程修了 の 認定 は学 年制 だ けで な く、 単位制の 趣

旨を踏まえて 弾力的に運用す る な ど、 注 目される点が多か っ た 。

（9）平成 15年度実施 （平成 11年3月29 日　文部省告示 第58号 、 成 14年文部科学

　　省告示 第 105号 ・
一

部改正 、 平成15年文部科学省告示第76号 ・一
部改正 、

　　平成 15年文部科学省告示 第 173号 ）

　全 国 ど こ に い て も
一

定 の 教 育水 準 の 教育が 受 け られ る よ うにす る た め に 、

学校カ リキ ュ ラ ム を編成 す る基準 と して 学習指導要領が定め られて きた が 、

今回の 改訂 の ね らい は 、 平成 14年度か ら実施 され る完全学校週 5 日制 の 下 、

ゆ と りの 中で
一

人
一 人 の 子 ど もた ちに ［生 きる 力］を育成す る こ と を基本 的 な

ね らい と して 改訂 され た 。 新 しい 学習指導要領は 、小 ・中学校 は 平成 14年度
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か ら全面実施 、 高等学校は平成15年度か ら学年進行で 実施 された 。 改訂の 4

つ の ね らい は 、 以下 の とお りで ある 。

　  豊 な人 間性や 社会性 、 国際杜 会 に生 きる 日本人 と して の 自覚を育成

　  自 ら学び 、 自ら考 える力の 育成

　  ゆ と りの ある教育活動を展開する 中で 、 基礎 ・基本の 確実な定着を図

　　　 り、 個性 を生 か す教育 を充実

　  各学校が創 意工 夫 を生 か して 特色あ る 教育 、 特色 あ る 学校づ く りの 推

　　　進

　高等学校の 教 育課 程 を構成 す る領域等、 各教科 ・科 目の 編成 、 卒業まで に

修得すべ き単位数等 に つ い て は 、 学校 教育 法施行規則第4章 に規定 され て い

るが 、 今 回の改定 で は 、
こ れ らにつ い て 以下の よ うな改正 を行 っ た 。

　  高等学校の 教 育課程 に 総合的 な学習の 時間を新設 し 、 教育課程上必置

　　　 と した 。 （第57条）

　  普通教科 と して 「情報」 を 、 専門教科 と して 「情報」及び 「福祉」 を

　　　新た に設 ける と と もに 、 各教科に属する科目につ い て 改正 を行 っ た 。

  全 課程の 修了 に 必要 な修 得総単位 数を、 80単位以上 か ら74単位に以上

　　　 に改 め た 。

　  学校設定教科科 目の 設置

　こ の よ うに 、 当初 、 「試 案」 と して 作 成 され た 学習指導要領は 幾度 もの 改

訂 を経て 、 昭和 30年代 に は官報 に告示 され る よ うにな り、 単な る 指針 ・手引

き とい う立 場か ら、 強制力の あ る基準 とな っ て い っ たの で あ る。

2　教育課程の 基準 と しての 学習指導要領 と教育課程の 編成 ・ 実施

　公 の 性 質 を持 つ 学校教 育が 組織 的 、 継続 的 に 実施 され るた め に は教育の 目

的や 目標 を設定 し 、 それ に基づ い て 教育 課程 が適 切に 編 成 され なけれ ば な ら

ない
。 教育課程 に 関す る 法令 に は 、 学校の 目的や 目標 の 基 準 に つ い て は 、 日
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本国憲法の 精神 にの っ と り、 教育基本法 、 学校教育法 、 学校教育法施行規則 、

学習指導要領 な どが見 られ る 。 また 、 教育基本法は 、 教育 の 目的 （第1条）、

教育 の 方針 （第2条）、 教育の 機 会均 等 （第3条）、 男女共学 （第5条）、 学校教

育 （第6条）、 政治教育 （第8条）及び宗教教育 （第9条）な どにつ い て 定 め て

い る 。 さ らに 、 学校教育法 に お い て は 、 小 ・ 中 ・ 高等学校 の 各段 階別 の 教育

目的及 び教 育 目標が定め られ て い る
。 高等学校教育の 目的につ い て は 「高等

学校は、 中学校 にお け る 教育の 基礎の 上 に 、 心身の 発達 に応 じて 、 高等普通

教育及 び専 門 教育 を施 す」 （第41条）と定 め 、 ま た 、
こ の 目的 を実現 す る た

め に 、 国家及 び社会の 有為な形成者 と して 必要 な資質を養うな どの 高等教育

の 目標が定め られ て い る 。 さ らに、 高等学校の 学科 及 び教科 に関す る 事項 は 、

文部 科学大臣が定 め る こ と と され て い る 。 （第43条）

　高等学校 の 目的や 目標を達成す る た め の 方法は 文部科学大臣に委ね られ て

い る 。 す なわ ち、文 部科学大 臣は 、学校教育法 の 規定 に基づ き 、 学校教育法

施行規則 に お い て 、 高等学校の 教育課程 に 関す るい くつ か の 基準 を定め て い

る
。 そ して文部科学大臣は こ の 法律の 委任 を受 けて 学校教育法 施行規則 に お

い て 、 高等学校 の 教 育課程 は各教科 に属 す る科 目、特別活動及 び総合的な学

習 の 時間 に よ っ て 編成 す る こ と （第 57条 ）や 、 各教科 に 属す る 科 目の 種類

（別表第3）及 び卒 業 に必要 な修得単位数 （第63条の 2） を定め てい る 。
こ れ

らの 定め の ほか 、 高等学校の 教 育課程 につ い て は 、 教 育課 程の 基準 と して 文

部科学大 臣が別 に 公 示す る 高等学校学習指導要領 に よ らな けれ ばな らない

（第57条の 2） とされ て い る 。

　 こ の よ うに 、 教育課程の 編成 に 当た っ て は 、 その 基準 と して 文部科学大 臣

が公示 す る学習指導要領に よ らな けれ ばな らず 、 したが っ て 、 学校が教育課

程の 基本要素で あ る教 育 目標 を設定す る 場合 は 、 学校教 育法 で 定め る 目的 、

目標 を基盤 と しな が ら 、 各学校 は独自に 、 そ の 地域 や学校の 実態に即 した教

育 目標 を設定 しな くて は な らない
。 言 うま で もな く、 学習指導要領は 、 学校
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教育法の 規定を受け 、 同法施行規則の
一

部 をなす もの で あり、
い わ ゆ る法的

拘束力を持つ もの と解 され るの で 、 教育課程の 編成権が各学校 にあ る とい っ

て も、 学習指導要領を無視 して 教育課程の 編制 を行 な うこ とはで きない
。 そ

の 理 由は 、 「法律 に定め る 学校は 」、 国 ・公 ・私 立 を問 わず 「公 の 性質」 を持

つ もの で あり、 学校教 育は全国的 に 一定 の 水準の 教 育 を受ける機会 を国民 に

保障 し、
か つ

、 社会的要請や児童生徒の 心身の 発 達段 階 に即応 した適正 な内

容 で な くて は な らない か らで あ る 。

　教 育課程 の 編成 ・実施 につ い て は 、 「各学校 にお い て は 、 法令及 びこ の 章

以 下 に示す と こ ろ に従 い 、生 徒の 人間 と して の 調和 の とれ た育成 を 目指 し、

地域 や 学校 の 実 態 、 課程 や 学科 の 特 色 、 生 徒の 心 身の 発達段 階及 び特性等 を

十分考慮 して 、 適切 な教育課程 を編成する もの とする 。 」（学習指導要領第1

章総 則 第1款）こ とに な っ て い る 。 教育課程 を編成する 権限が 、 各学校 に あ

る か らとい っ て 、 各学校が まっ た く恣意的 に教育課程 を編成す る こ とは 許 さ

れ な い
。 す な わ ち 、 編成の 主体 は学校に あ り、 各学校 は

、 全教師の 参加 と協

力 の 下 に そ れ ぞ れの 学校の 実情や生 徒の 実態 に 応 じて創 意工 夫を生 か し 、 責

任 を持 っ て 教育課程 を編成 し 、 実施す る もの で ある 。 か つ て 、 教育界の
一

部

で は教員 に よる教育課程の 自主編成の 主張が あ っ たが 、 法律的 に は 編成 の 責

任者 は 、 校 務 を掌 り所 属職 員 を 監督す る 校長で あ る
。 教 育課程 の 編成 に当

た っ て は 、 総則第 1款の 5原則が 規定 され て い る が 、 特 に 「法令 及び 学習指導

要領 に示す とこ ろ に 従うこ と
。」に つ い て は 、 学校 教育法施行規則第 57条の 2

は 、 「高等学校 の 教 育課程 に つ い て は 、 こ の 章 に定め る もの の ほ か 、教 育課

程 の 基準 と して文 部科学大 臣 が公 示 す る高等学校学習指導 要領 に よ る もの と

する 。」 と定 め て い る 。 した が っ て 、 学習指導要領は 、 国が定め た教育課程

の 基準 で あ り、 教育 に お ける 機 会均等の 確保 と全 国的 な
一

定 の 水準 の 維持 と

い う目的の た め に 、 必要か つ 合理 的 と認 め られ る大綱的基準 と して 、 各学校

にお い て は 学習 指導要 領に 基づ い て 教育課程 を編成 し 、 実施 しな けれ ば な ら
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ない の で あ る 。

お わ りに

　こ の た び 問題 と な っ た の は 、 文部科学省か ら出 され た依命通知 にある よ う

に 「平成 18年度 に 高等学校の 最終年次に在学す る必履修科目未履修の 生徒の

卒業認定等 に つ い て 」で ある
。 第3款 は

、 「すべ て の 生徒 に履修 させ る教科 ・

科 目 （以下 「必 履修科 目」 とい う。 ） が定 め られ て い る 。 また 、 第7款 で は 、

「・ …　 卒業 まで に 修得 させ る単位数は 、 74単位以上 とす る 。 なお 、 普通

科 にお い て は 、 学校設定科 目及び学校設定教科 に 関す る科 目か か る修得単位

数は 、 合 わせ て 20単位 まで を卒 業 まで に修得 させ る単位数に 含め る こ とが で

きる 。 」 とある 。 す なわ ち 、 学 習指導要領に は 、 学校設定の 教科 ・科 目 （第1

章第2款 の 4及 び 5）が 認め られ て お り、 各学校 に お い て は 、 地域 、 学校 及び

生徒 の 実態 、学科 の 特色 等に応 じ、 特色ある教育課程 の 編成が 可 能 とな っ て

い る 。 しか しな が ら、総則第3款の 1におい て は 、 必履修 の 教科 ・科 目及 び そ

の 単位数が示 され て お り、 そ こ に 示 され て い る各教科 ・科 目は 、課程や 学科

の い か ん を問わ ず 、 すべ て の 生徒 に共通 して 履修 させ る もの で あ り、 示 され

た標準単位数 を下 回っ て は な らない こ とに な っ て い る 。 さ らに 、 総則第3款

の 1には 、 但 し書 きと して 必履修科 目につ い て 、 「生徒 の 実態及 び専門教育 を

主 とす る学科の 特色等 を考慮 し 、 特 に必 要が あ る場 合 に は 、

・ ・ …　 　 そ の

単位数の
一

部を減 じる こ とが で きる 。 」 と特例 が示 され て い るが 、 「標準単位

数 が2単位 で あ る必履修教科 ・科 目 を除 き」 とい う規定があ る 。 した が っ て 、

履修 した科 目の 一 部 の 単位 を修得で きな くて も 、 校長 は生 徒の 修得単位の 合

計が74単位以上 あれ ば卒業 させ る こ とがで きる の で あるが 、 恣意 的に必履 修

科目を履修 させ ずに卒業 を認定す る こ とはで きない とい わ ざる を得 ない 。
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